[1] プログラム別研究活動 by 千葉大学環境リモートセンシング研究センター & CEReS
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1.2.  プログラム２：情報統合プログラム
［概要］
　情報統合プログラムはデータの作成、統合、公開を基軸として、主に大気圏・陸域の環境研究を推進す
る。取り扱うデータは衛星観測データ、地上観測データ、研究成果としての環境データである。本プログ
ラムに含まれる主要な研究テーマは、衛星データの補正・前処理、膨大な衛星データの効率の良い処理手
法の確立、衛星データと地上のデータ統合による環境モニタリング手法の開発、および衛星データからの
大気・陸域環境情報の抽出である。なお、本プログラムは CEReS としての各種データ公開（VL; 計算機
データベース委員会業務）、共有システムの運用（CEReS Gaia）に密接に関係する。
　情報統合プログラムの短期および中期達成目標は以下の通りである。
［短期目標］（２−３年）
・  静止気象衛星の全球での 10 年以上のデータセットの整備、校正、高次化を行い、それらのデータを公
開する（VL）。
・  静止気象衛星データを中心として、特に鉛直方向の計測・リトリーバルが可能な衛星データによる複合
解析を実施し、大気のシームレスモニタリングを試行する。
・  陸域ではグローバル樹木被覆率データセット、土地被覆データセット等、他の陸域環境研究に有益な
データセット作成を継続する。
・ 地理空間データ蓄積共有システム CEReS Gaia の基本システムを構築する。
［中期目標］（６年）
・  地球観測衛星データ、とくに主要な地球観測衛星データの集積、校正、高度化を実施し、大気圏のシー
ムレスモニタリングの長期化（気候解析）を実現する。
・  シームレスモニタリングで得られた知見を陸域プロダクト生成前段階（データ校正、大気補正等）に
フィードバックし、大気圏研究と陸域研究の相互連携を強化する。
・  地表環境に関連する世界の研究者が効率的に地理空間データを蓄積・共有するシステム CEReS Gaia
を国際的に運用する。
・  情報統合プログラム、あるいは他のプログラム、共同利用・共同研究で得られたデータを公開し、統合
環境情報拠点の一つの完成形を目指す。
Program 2 : Integrated use of geoinformation
 This program aims to promote atmospheric/terrestrial environmental studies based on integrated 
use of geoinformation including satellite remote sensing data, ground measurement data, and ex-
tracted environmental data. Main research subjects in this program are correction and preprocess-
ing of satellite data, efficient processing methods for a huge volume of satellite data, environmental 
monitoring method by integrating satellite data and ground data, and extraction of at mospheric / 
terrestrial environmental parameters. This program has close relationship with the operation of the 
data distribution and sharing systems of the whole CEReS.
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<Short term targets>  (2-3 years)
・  Archiving global data of geo-stationary meteorological satellites for more than 10 years, with vali-
dation, high-level analysis, and data publication.
・  Feasibility study for the seamless monitoring of the atmosphere by means of comprehensive analy-
sis of satellite data that enables the profile retrieval of atmospheric parameters.
・ Production of advanced and highly precise datasets for global tree coverage and land coverage.
・  Development of a basic geoinformation system, “CEReS Gaia”, for efficient data accumulation and 
sharing.
<Middle term targets>  (6 years)
 Long-term climatology analysis is implemented by means of the seamless monitoring over more 
than 20 years, leading to the synergy of land and atmospheric studies and realization of the informa-
tion center for the earth environment.
・  Long-term seamless monitoring of the atmosphere is employed for climatology study, through the 
high-level analysis of various earth-observing satellites, especially geo-synchronous meteorological 
satellites.
・  Invigorating the atmospheric and land-surface studies through the feedback of the knowledge from 
the seamless monitoring to the data pre-processing such as calibration and atmospheric correction 
prior to the land-coverage analysis.
・  The final goal of this program is the formation of the information center for the earth environment 
by disseminating the data obtained from this program and other CEReS programs. The interna-
tional geospatial data sharing system, “CEReS Gaia”, will promote terrestrial environmental re-
search by integrating existing data and research products through mutual comparison activities.
《第１期プロジェクトとの対応》
プロジェクト１：衛星データによる地球表層環境変動の実態把握とその要因解析
プロジェクト３：衛星データと地上観測ネットワークによる放射収支の評価と大気パラメータの長期変動
VL プロジェクト： ４大学附置センターの協同による「気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ（VL）
の形成」（平成 19 年度から実施）
1.2.5.  地球表面の統合理解を目指した地理空間データ蓄積共有システムの構築（建石隆太郎）
［概要：目的］
　本研究の目的は、地表環境を総合的に理解するための地理空間データ蓄積共有システムを構築すること
である。地理空間データとは、衛星データ、地図データ、研究成果地図データなど地理座標を属性として
持つデータのことである。構築するシステムは次の性質を持っている。１）各研究者が自身のデータを既
存データあるいは他の研究者のデータの上に重ね合わせて解析することができる。２）本システムで公開
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されたデータのブラウズ画像は誰でも見ることができる。３）データ共有の範囲を特定グループ内から無
制限までデータ毎に設定できる。４）システムを構成するサーバーは理論上、無制限に拡張できる。
　また、構築されたシステムを利用して次の二つの研究を行う。a）衛星データを用いて高精度グローバ
ル土地被覆データを作成する。b）衛星データと外邦図を用いて東・東南アジアの最近 100 年間の環境変
化を総合的に理解する。なお、本研究は科学研究費補助金　基盤研究（S）（代表：建石）の支援を得て
実施している。
［2010 年度実施実績］
　地理空間データ蓄積共有システムの基本的な設計を完了し、ソフトウェアシステムの基本部分の開発を
行い、サーバにインストールした。開発するシステムの最大の特徴は、地表環境の研究者にとって user 
friendly なシステムを構築することであり、その特徴があって初めてデータを蓄積共有が促進される。こ
の意味において、開発システムでは、ユーザーの権限タイプ、データの公開レベルなどを考慮して設計し
たところに特色がある。
　「ａ）衛星データを用いた高精度グローバル土地被覆データの作成」に関しては、既存の６種類のグ
ローバルな土地被覆データ（IGBP DISCover, Univ. of Maryland, MODIS 1-km Land cover, GLC2000, 
Globcover, 地球地図）の重ね合わせによる信頼できる部分の抽出を完了した。また、一般にグローバル
では分類が困難なクラス、すなわち、都市域、マングローブ、湿地、雪氷、水域に対しては衛星データか
ら独立に抽出する手法の研究を行った。
　「ｂ）衛星データと外邦図を用いた東・東南アジアの最近 100 年間の環境変化の総合的理解」の研究に
関して、インドネシアを中心とする東南アジアの外邦図を入手し、ディジタイズした。
　以上、平成 22 年度の研究は当初の研究目的、研究実施計画に沿って行われ、平成 24 年度に予定され
ている地理空間データ蓄積共有システムの公開に向けて基本的な研究段階が完了した。
1.2.5.  NOAA/AVHRR 陸域プロダクトの改善に向けた研究（樋口篤志）
　SPOT/VEGETATION 以前（1998）の全球植生モニタリングでは、NOAA/AVHRR が唯一の選択
肢となる。Pathfinder AVHRR over Land（PAL）や Global Inventory Modeling and Mapping Stud-
ies（GIMMS）が有名であるが、NOAA 衛星の高度利用（データレスキューの側面も持つ）のためには、
AVHRR 生データに立ち返ったデータ校正（幾何補正、ラジオメトリック補正［センサ毎の絶対校正も含
む］）、に加え、衛星軌道の遅れに基づく地表面双方向散乱補正を施したプロダクトの生成が必要である。
そこで、今年度より、NOAA/AVHRR GAC（Global Area Coverage）データの収集を一部開始し、セ
ンサ絶対校正、双方向散乱に関する基礎研究を始めている。なお、本研究は科学研究費補助金 基盤研究
（C）の支援を受けている。
1.2.5.  GOSAT 熱赤外センサーによる二酸化炭素とメタンの鉛直濃度分布の導出と検証解析（齋藤尚子）
　GOSAT（Greenhouse Gases Observing Satellite; 和名いぶき）は、全球で長期間継続的に温室効
果ガスを観測することを目的として開発された衛星であり、温室効果ガスの濃度を測るフーリエ分光計
TANSO-FTS（Thermal and Near Infrared Sensor for Carbon Observations）を搭載している。環境
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リモートセンシング研究センター（CEReS）と東京大学大気海洋研究所が中心となって TANSO-FTS の
熱赤外波長帯（以下、GOSAT/TIR）から温室効果ガスの高度プロファイル（以下、L2 データ）を導出
するアルゴリズムを開発しており、今年度は、次年度（平成 23 年度）に予定されている GOSAT/TIR 
L2 データの一般公開に向けて、アルゴリズムの高精度化を行った。最新バージョンのアルゴリズムで処
理された L2 データを図 1.2.3.-1. に示す。
　さらに、奈良女子大学と共同で GOSAT/TIR L2 データの検証解析を実施した。今年度は、主に L2 メ
タンデータのデータ質を Atmospheric Infrared Sounder（AIRS）のメタンデータおよび航空機観測のメ
タンデータとの比較を通して評価した。図 1.2.3.-2. に AIRS と GOSAT のメタンデータの比較結果を示
す。GOSAT の方が AIRS よりメタン濃度が高く導出されており、その AIRS データに対する高濃度バイ
アスは主に海上の GOSAT データに見られることがわかった。
図 1.2.3.-1．2009 年４月の１回帰分の GOSAT/TIR L2 データ（720 hP 面）
（左図：二酸化炭素混合比、右図：メタン混合比）
図 1.2.3.-2．2009 年４月の観測地点距離差 50 ㎞以内の AIRS と GOSAT の比較結果（500 hPa 面）
（左図：緯度 10°平均メタン混合比、右図：AIRS メタン− GOSAT メタンの頻度分布）
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1.2.4.  衛星データを利用した長期放射収支・大気パラメータ変動の研究
1.2.4.1.   地上ネットワーク観測（SKYNET）による大気環境の解析（高村民雄、SKYNET 観測ネット
ワークチーム）
　平成 22 年度は SKYNET-GEOSS プロジェクトの最終年度のため、これまでの研究で構築された SKY-
NET 観測網を継続的に稼働させると同時に、解析を進め各サイトのデータのまとめを行った。
　エアロソルの光学特性に関する解析レベルは、平成 20 年度に開発された雲除去のためのアルゴリズ
ムを加えた Level 2 である。ここでは SKYNET サイトの幾つかについて Level 2 の結果をトピックスと
してまとめる。ここに示されていない解析基礎データはデータ公開システムによって、SKYNET ホーム
ページで参照することが出来、また簡易にダウンロード出来るシステムとなっている。（http://atmos.
cr.chiba-u.ac.jp/）
　最近３年間 2008 − 2010 年のエアロゾルの光学的厚さ（AOT）の月平均の変化を、SKYNET 福江島、
辺戸岬及び宮古島サイトについてまとめた。その結果、日本南西海域に共通する特徴は、春に高くなり夏
から秋にかけて小さくなることである。また、絶対値で比較すると、３月・４月ほぼ同程度で、夏から秋
にかけては、大きな違いはないが北のほうがやや高く出る傾向にある。福江島の６月に異常に高い値がで
たが、この時季は雨季にあたりデータ数が少ないことから変動も大きい。しかし、雲の影響などの再精査
も同時に必要である。
　エアロゾルの光学特性との関係を見る為に示したものが図 1.2.4.1. であり、福江島と辺戸岬のみ示し
た。これらの図は、３年間の月ごとの可能なデータの全ての平均である。図の左のカラムは福江島を示し
図 1.2.4.1． SKYNET 福江島（a：Beta （β），c：Alfa （α），e：SSA）及び辺戸岬（b：Beta （β），
d：Alfa （α），f：SSA）で観測された月平均の 500nm の光学的厚さ（上段図：Beta）、オ
ングストローム指数（中段図：Alfa）及び単一散乱アルベド（最下段図：SSA）の変化。
2008 〜 2010 年の SKYNET プロダクトレベル 2 による。
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ており、右カラムが辺戸岬のデータである。また、上段からオングストロームの関係から得られる混濁係
数β（500nm）及びオングストローム指数α（中段）、下段が SSA（500nm）のそれぞれ該当する３年
間の月平均である。
　混濁係数βは、前述のように春先に大となる傾向を示しており、６月を除き、両サイトでよく似た傾向
を示す。一方、オングストローム指数（α）の変動を見ると、全般に類似しているが、福江では３月を最
小にゆっくりと上昇傾向を示すのに対して、辺戸岬では７月を除き殆ど変化せず、11 月、12 月にやや
高い値を示している。
　福江島サイトの方が緯度が高く、春季の黄砂シーズンにはより影響を受けやすいと予想されるが、バラ
ツキが大きく確定的ではない。また 10 月から 12 月にかけて大きくなる傾向は、大陸の汚染大気の影響
の可能性を示唆しており、福江島サイトの方が早くから影響が出る可能性を示している。しかし、こうし
た傾向を単一散乱アルベド SSA（500nm）でみると、上記の予想を必ずしも裏付けるものではない。特
に福江島サイトでの年明けから一貫して７月まで低下する傾向の原因は、他の要因も併せて検討する必要
がある。
　エアロゾルの吸収性（SSA）の評価は、その光学的厚さと並んで放射収支に影響を与える最も重要な
パラメータの一つである．スカイラジオメータによる観測と解析は、SKYNET-GEOSS 活動で共通化さ
れサイト間での比較を可能としたが、解析アルゴリズムにはまだ改良の余地があり、特に SSA の評価は
次項で述べるように、他の手法による観測物理量との整合性が必ずしもとれておらず、今後の課題であ
る。
1.2.4.2. 遮蔽装置付き全天分光日射量の計測によるエアロゾル吸収性の評価（Pradeep Khatri、高村民雄）
　散乱日射量がエアロゾルの光学特性に依存することを利用して、その光学的厚さ（AOT）と単一散乱
アルベド（SSA）を推定しようとする器材が、遮蔽装置付き全天分光日射計である。SSA の推定には、
散乱光の高精度の観測が必要であり、最初に器材の観測誤差要因を検討した。散乱日射量を計測する場合
に分光日射計の計測精度を左右する可能性の一つは、センサー面の散乱反射特性である。広帯域日射・放
射センサー（黒色センサー）と異なり、受光面は白色拡散板などを用いて Lambert 面になるよう設計さ
れるが、必ずしも期待される cosine 特性と一致しない。これは、拡散板自身に含まれる内部散乱体の粒
径依存性や表面の状態に依存することによる。さらに、こうした拡散板の物性的性質による吸収特性の波
長依存性もある。これらを適切に評価・補正することが必要である。全天散乱日射量の計測・解析では、
広帯域日射計ではそれほど問題とならないこの部分も大きな誤差要因となる可能性があることを念頭に入
れた解析をしなければならない。
　ここでは SKYNET の共通器材であるスカイラジオメータの解析結果の信頼性の評価も目的の一つであ
り、そうした観点から相互の観測・解析手法の比較を通して、それぞれの特徴を明らかにする。また、こ
の器材の特徴である SSA のスペクトルを得ることが第２の目的である。解析は SKYNET 福江島及び辺
戸岬データで、解析対象期間は 2009 年及び 2010 年のいずれも３〜５月である。
　2009 年３月〜５月に観測されたスカイラジオメータと全天分光日射計の比較結果をみると、AOT の
両者の違いは異常な２点を除くと平均 0.016（500nm）程度スカイラジオメータが一貫して大きく評価
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された。しかしこの差はスカイラジオメータの検定精度に近いものであり、全天分光日射計で AOT を充
分精度良く推定できることが分かった。
　一方、解析可能なデータによる SSA（500nm）は、いずれも 0.9 以上の値を示しており、比較的散乱
性の強いエアロゾルがこの時期の辺戸岬では多いことを示唆している。しかし、両者には一貫した差があ
り、AOT と異なりその差は比較的顕著である。また、スカイラジオメータの SSA が概ね大きめに出て
いることが特徴である。AERONET（http://aeronet.gsfc.nasa.gov/index.html）では、SSA を AOT の
一定値（AOT（500nm）＞ 0.3）以上の場合に推定している。それに倣って抽出して比較しても、本質的
な違いはなく、違いの平均は、0.026 程度である。この時、AOT の一致度の悪い２点を除いても違いは
殆ど変わらなかった。
　スカイラジオメータの他の波長でも同様の比較を試みたが、その傾向は 400nm チャンネルを除いて
変わらなかった。400nm チャンネルでは、分光日射計からの SSA 推定で、適切な解の無い場合が多く、
その原因を究明中である。
　福江島のデータも同様に解析を行った結果、福江島の分光日射計から求められる AOT が、スカイラジ
オメータの同時観測データから得られるものと系統的に違い、その違いが太陽高度に強く依存している
ことが明らかとなった。これは、使用した分光日射計の cosine 特性に問題のあることを示している。こ
のため、SSA を主とする今回の解析では、スカイラジオメータの解析を真値とし、これを再現するよう
に新たに cosine 特性を推定し、この特性をもとに散乱光量を推定して最適の SSA を推定する手法とし
た。これによって、より正しい cosine 特性が得られたので、このデータを散乱光の計算に用いて、最適
の SSA を推定することとした。
　辺戸岬のものと同時期であるが、明らかに SSA の小さな値が多いことが分かる。スカイラジオメータ
との比較を、AOT（500nm）＞ 0.3 の場合を用いて行うと、差の平均は−0.058 ± 0.039 であり、辺戸
岬の違いよりかなり大きい。
　福江島、辺戸岬のいずれの比較からも分光日射計からの SSA のほうが低く出る傾向があることがわか
る。期間全部の解析可能なケースに対する両サイトの TOA と SSA の単純平均とその違いを表 1.2.4.2. に
示す。
表 1.2.4.2． SKYNET サイト福江島及び辺戸岬における、2009 年及び 2010 年３月?５月の平均の光学的厚さ
（AOT，500nm）と単一散乱アルベド（SSA，500nm）のまとめ。Sky radiometer 及び分光日射計に
よる結果を示す。
Mean values of AOT and SSA at 500nm for a period of Mar.-May, 2009-2010
SKYNET site
Sky radiometer
POM-02
Spectral pyranometer
MS-700
Difference
（MS700）−（POM02）
Fukuejima
（福江島）
AOT 0.376 ± 0.192 0.372 ± 0.179 --- （ * ）
SSA 0.940 ± 0.043 0.864 ± 0.056 −0.075
Cape Hedo
（辺戸岬）
AOT 0.298 ± 0.139 0.282 ± 0.131 −0.016
SSA 0.975 ± 0.022 0.943 ± 0.024 −0.032
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　表に見られるように、両サイトの SSA を比較すると、この時期における福江島サイトのエアロゾルは
辺戸岬に較べて明らかに吸収性の高いことを示している。図１に、スカイラジオメータで計測した３年間
の平均の月平均の両サイトの違いで明らかにされているが、分光日射計でも同様の結果を示していること
は、この傾向が確かなものであることを示している。一方、両器材による SSA の差は、福江島の結果で
はかなり大きな違いがあり、広帯域日射計による直達、散乱光計測等を用いて違いの量的評価とその精度
検証を行う必要がある。
1.2.5.   気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ（VL）の形成（久世宏明、西尾文彦、高村民雄、樋口
篤志、齋藤尚子、山本宗尚 /VL 特任助教、早崎将光 /VL 特任助教、竹中栄晶 /VL 特任助教）
［概要］
　昨今の異常気象・温暖化現象、雲解像モデルの全球での稼働等の新しい状況下において、現在気候診断
の基幹データとなる人工衛星データの収集・解析および提供は研究コミュニティへの貢献のみならず、社
会への情報還元の観点からも意義がある。こうした背景から、地球気候系の診断を行うため我が国で気
候・環境研究を推進する４研究所・研究センター（東京大学大気海洋研究所［AORI］、事業開始当時は気
候システム研究センター［CCSR］、名古屋大学地球水循環研究センター［HyARC］、東北大学大気海洋
変動研究センター［CAOS］、および千葉大学環境リモートセンシング研究センター［CEReS］）が協働
して仮想研究室（バーチャルラボラトリ；以下 VL）を形成し、各拠点の特色と研究資産を活かした研究
と教育を分担・連携して行っている。VL として地球気候系診断に関わる重要な課題に取り組み、地球温
暖化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合システム（GEOSS）等の我が国における重要課
題に貢献している。
　この枠組みの中、CEReS は静止気象衛星データの収集・処理および公開、および収集された静止気象
衛星データの高度化、雲解像モデル改善のための衛星データの有効活用および現象理解のための解析を
行っている。CEReS での VL の特徴として、VL 機関のみならず、静止気象衛星現業機関（気象庁衛星セ
ンター）、民間企業（ウェザーニュース）との連携を深めているのが特徴である。
1.2.5.1.  平成 22 年度活動報告
　CEReS では VL 支援室を設け、VL 自身の推進、VL 連携機関との連絡役割を担っている。平成 22 年
度の VL 支援室の構成員は、久世宏明、西尾文彦、高村民雄、樋口篤志、斎藤尚子、山本宗尚・早崎将
光・竹中栄晶（VL 特任助教）である。
　VL 支援室活動では昨年度までと同様、静止気象衛星データ収集およびその処理の継続が大きなウェー
トを占める。また、データベース委員会活動とも連動し、効率の良い運営を行う努力をしている。さらに
22 年度は skynet と連動し、国際会議を沖縄にて開催した。
1.2.5.2.  静止気象衛星データ収集・処理、公開事業（山本・樋口・青木 / データ支援室）
　1998 年以降昨年度までに観測された日本の MTSAT・GMS 衛星、米国の GOES 衛星、欧州の ME-
TEOSAT 衛星、中国の FY2 衛星データの取得、収集を完了し、METEOSAT の一部データを除いては、
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準リアルタイム取得を継続している。これらの取得データに対して、緯度−経度座標系へ変換するプロ
グラムの改修を進め、FY2 の旧データフォーマットを除いては精度を向上させ（Version 2）、データの
再処理を実行してデータサーバ上に公開した（METEOSAT データは公開ポリシーの関係で関係者のみ
利用可能）。全球観測モードについては作業がほぼ完了した。これら一連の作業は、本センターに設置し
た観測装置および㈱ウェザーニューズ社からのインターネット回線を通じてほぼ実時間で受信し、グリッ
ド変換・画像の公開までの作業を自動化している。作業・公開状況は CEReS 4VL web page（http://
www.cr.chiba-u.jp/~4vl）にて随時更新している。今年度は、観測の不具合、食運用等によるライン抜け
や欠測データを抽出し、同サーバ上に情報を掲載した。北半球・南半球の観測モードは再処理を継続し、
公開を進めている。
1.2.5.3.  データセットの可視化等に関する取り組み（早崎）
　CEReS web ページに、データセットの可視化に関するコンテンツを２つ追加した。第一のコンテンツ
は、「リモートセンシング画像で見る大規模災害・顕著現象」（http://www.cr.chiba-u.jp/~database-jp/
wiki/wiki.cgi?page=extreme%5Fepisodes）である。甚大な被害をもたらす災害は空間規模の大きなもの
が多いため、リモートセンシング画像の利点の一つ、「広域を同時観測できる」を活かした情報提供が可
能である。2010 年春季からコンテンツの集積を開始し、2010 年度末時点で 10 事例を公開している。
現状ではほとんどのページが外部サイトで公開されている情報のリンク集に過ぎない。今後は、CEReS
独自で作成したリモートセンシング画像の公開などに重点を置く方針である。
　第二のコンテンツは、「大気汚染常時監視局データ（速報値）の広域分布図」（http://www.cr.chiba-u.
jp/~database-jp/wiki/wiki.cgi?page=AEROS_soramame_images）である。大気汚染物質濃度の測定値
（速報値）は、環境省大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君；http://soramame.taiki.go.jp/）にて
準リアルタイム公開されているが、そらまめ君サイトでは過去７日分しか公開しておらず、かつ汚染物質
濃度の全国分布を見ることは出来ない。我々は環境省大気環境課の了承を得て、そらまめ君サイトのデー
タを取得し、その全国分布図の公開を開始した。現状では、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、二酸
化窒素、二酸化硫黄の４要素の全国濃度分布を作成・公開している。また、汚染物質濃度だけでなく、汚
染物質の長距離輸送に重要な地上風（気象庁 GPV 使用）を加えた水平分布図も併せて作成・公開してい
る。現時点では 2009 年度以後のみ公開しているが、過去データを所管する日本全国の自治体の環境研
究所の了承が得られれば、過去の確定値についても同様の分布図公開が可能である。なお、今後はユーザ
が web 上で要素・期間などを設定可能なインタフェースを追加し、過去画像の閲覧が簡単にできるよう
改良予定である。
1.2.5.4.   衛星観測データによる雲解像モデルの評価（山本・綱島／理学研究科修士学生・樋口・増永／
CEReS 客員准教授；名大 HyARC・早崎）
　VL の連携研究の一環として、HyARC 坪木准教授が開発されている非静力学雲解像モデル CReSS の
性能評価を進めている。HyARC では CReSS を用いた気象シミュレーションの実行とその結果を、当セ
ンターでは衛星観測データ（MTSAT-1R・Aqua/AMSR-E、MODIS、Cloudsat CPR など）を相互に提
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供して解析を進めてきた。本年度は、2009 年梅雨期（６月３〜 25 日）の沖縄周辺を対象に、CReSS
でシミュレーション計算された出力結果を、増永客員准教授が開発されている衛星データシミュレータ
（SDSU）を通じて衛星観測データと同一の観測値を推定することで、直接的な比較解析を行った。
　CReSS でシミュレーションされた雲頂温度と降雨頂高度の出現頻度分布を実際の衛星観測の結果と比
較すると、CReSS は背の高い雲・降水システムを生成する傾向があり、予報時間が長くなるに従って顕
図 1.2.5.4.-1． 雲頂温度と降雨頂高度の出現頻度分布。（a）TRMM PR・VIRS により 1999 − 2009 年
６月３日に観測されたデータを積算したもの。（b）CReSS および SDSU によりシミュレー
ションされた 2009 年６月３− 25 日の各初期時刻に対する予報時間４− 24 時間の結果
を積算したもの。
図 1.2.5.4.-2． 各高度に対するレーダ反射強度の出現頻度分布。（左）TRMM PR の観測結果。CReSS
および SDSU によりシミュレーションされた雲・降水システムのうち、降雨頂高度 10 ㎞
以上・雲頂温度 240K 以下のシステムに対して（中）あられを除いたシミュレーション結
果、（右）雪を除いたシミュレーション結果。
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著になっていた（図 1.2.5.4.-1.）。また、０℃高度よりも上層でレーダ反射強度を過大評価していた。固体
降水の種類（雪・あられ）による感度実験を行ったところ、CReSS ではあられを過剰に生成しているこ
とが明らかとなった（図 1.2.5.4.-2.）。これらの結果から、あられの生成を抑えるように雲物理パラメータ
調整することや、上昇流を抑制するように力学過程パラメータを見直すことが改善策として提案された。
1.2.5.5.  GOES-E, -W 準リアルタイム解析システムの構築（竹中栄晶）
　全球準リアルタイム放射収支解析を目的として、ウェザーニューズ社と共同取り組みを実行している。
今年度は既に実行されている気象衛星ひまわりの準リアルタイム解析（SW, PAR, UVA, UVB）を拡張
し、GOES-E, -W（GOES-11, -13）の準リアルタイム解析システムを新たに立ち上げた（図 1.2.5.5.-1.）。
現在はひまわりによる東アジア域から太平洋を横断し、アメリカ大陸までを準リアルタイムで解析して
おり（図 1.2.5.5.-2.）、ひまわりと同様に太陽放射、光合成有効放射量、紫外線 A 類、紫外線 B 類を解析
している。また、これらの領域の解析結果をストアし公開するためのアーカイバーを立ち上げた（flux.
cr.chiba-u.ac.jp）。現在の解析データはアーカイバーに蓄積され公開されている。今後はアジア−ヨー
ロッパ領域（METEOSAT-7, MSG）の準リアルタイム解析システムを立ち上げることで全球準リアルタ
イム解析の実現を目指す。また、既に別途で東京電力と共同研究がスタートしているが、本準リアルタイ
ム・システムにおける放射量推定アルゴリズム EXAM SYSTEM は、３月 11 日に発生した東日本大震災
以降、太陽光発電の急速な意識の高まりに伴って国内外の幾つかの企業と研究者から反響を頂いた。
図 1.2.5.5.-1．日射量解析サンプル（左）ひまわり、（中）GOES-W、（右）GOES-E
図 1.2.5.5.-2．現在の準リアルタイム解析カバー領域
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1.2.5.6.   放射収支全球解析プロダクト（竹中栄晶）
　四大学連携 VL によって収集されたデータを元に全球の放射量解析を実行している。昨年度までに解析
アルゴリズムを拡張し、過去データから全球解析のサンプルを作成している。また、これに伴い気象衛星
センターと協力し全球の静止衛星データを校正する拡張された代替校正手法も開発している。今年度はプ
ロダクト公開に向けた地上観測値による精度検証と、北大西洋領域に着目した追試が実行された。検証は
全球解析データの中から地表面における下向き日射量データと地上観測日射計のデータを比較することで
図 1.2.5.6.-1．全天日射量の衛星推定値と地上観測日射計との比較（瞬時値）
（本検証は理学部地球科、坂下太陽氏の卒業研究の一環として実行された）
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実施された。対象期間は 2002 年９月を試験的に実行した。地上観測データは SKYNET と BSRN の観測
データが使用され、両観測網それぞれのサイトによって補完的に全球規模の検証となる。各サイト毎の瞬
時値における比較結果を図 1.2.5.6.-1. に示す。一見して低緯度地域の精度が低く、中緯度地域の精度が
良いように見受けられるか、実際は各衛星のテレスコープと量子化の性能順に精度が並ぶ結果となってい
る。また、先行して実施された地上検証において離散雲に問題があることが解っているが、同様の傾向を
示している。特に東アジア域の離散雲出現頻度の高い地域で分散が大きい結果となっているが、全体とし
ては良好な結果であり、また、本検証の結果から雲判別等精度のさらなる向上についての情報が得られて
図 1.2.5.6.-2．GOES-8 領域における解析結果（左）カラム：６月、（右）カラム９月
上段：全天日射量、中段：散乱日射量、下段：直達日射量
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いる。幾つかの修正はプロダクトのバージョンアップに盛り込まれる予定である。今後は過去データにつ
いて 2002 年より再処理を行ったものを順次公開すると共に、GCM の検証に利用される予定である。
　昨年度までの解析により、東アジア域から北太平洋に続く領域で、季節の進行に伴い散乱日射量の増
加と直達日射量の減少が確認されていた［Takenaka et al., 2011］。また、その傾向は ADEOS-II/GLI に
よっても確認されており、それにより北大西洋においても同様の傾向が見られることが確認された。今年
度は北大西洋領域に着目し、静止衛星データを用いて追試を行った。現象のピークである６月と、収束点
である９月の解析結果を図 1.2.5.6.-2. に示す。北大西洋において６月に散乱日射量の増加と直達日射量
の減少傾向が確認できる。９月には既に収束しており、北大西洋側に特徴的な傾向は見られない。また、
６月において北大西洋域よりも太平洋側の散乱フラックスが強い傾向が見られるが、これは ADEOS-II/
GLI の解析結果で得られた傾向と一致する。これらは大陸側から海上へ輸送されるエアロソルが、海上の
雲生成に影響を与えているためではないかと考えられるが、結論には詳細な検証を必要とする。
1.3.  プログラム３：衛星利用高度化プログラム
［概要］
　宇宙基本法の成立 (2008 年）により、「宇宙開発と利用」に関する我が国の施策は「研究開発」から技
術の幅広い「利用」へと変化した。今後の環境リモートセンシングは具体的な問題の発見・理解・解決、
施策への反映を目指した多くの関連分野の協働体制の中におけるリモートセンシング技術の利用方法の確
立を推進する必要がある。そこで、本プログラムでは日本および世界における解くべき重要な課題を設定
し、リモートセンシングの成果を地上における情報と融合させ、異分野協働による衛星利用方法の高度化
を達成することを目的とする。
［短期および中期の達成目標］
《短期目標》（２−３年）
・ 中国における環境変動に関する研究
・ 台地−低地系水循環の生態系サービス機能の評価（千葉県との協働）
・ 生物多様性に関わる空間情報の抽出（千葉県との共同）
・ 花粉症対策に役立つ情報の構築
・ Web を利用した空間情報発信システムに関する研究
・ 気候変動に適応した環境保全型食糧生産支援システム構築−
《中期目標》（６年）
　沙漠化、水問題、食糧問題、生態系サービス機能の評価、都市・農村計画、等の課題に対して、積極的
にリモートセンシングの活用を図り、地上における情報との融合に基づき、新たな衛星の利用方法の創出
を図る。
・ アジアにおける環境変動のモニタリングと要因解析
・ 千葉県における健全な水循環と生物多様性の再生
・ 災害・環境リテラシーを醸成する空間情報システムに関する研究
